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Ⅰ. 論文内容の要旨 
 
1． 本論文の目的と意義 
 
小西雅子氏は、2015年 4月に法政大学大学院公共政策研究科博士後期課程に入学し、2017
年 9 月に博士学位請求論文『気候変動政策推進に向けた国際 NGO とメディアの相互作用に
関する研究―WWF 戦略的舞台裏広報の事例を中心として―』（以下、本論文と呼ぶ）を提出
した。  
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本論文は、Ａ４版ワープロ横組みで 1 頁 39 文字 36 行（1404 字）のフォーマットで書か
れており、目次、付録、文献リストを含めて、合計 188頁から成る。 
 
（本論文の目的） 
気候変動政策を推進するためには、情報伝達による行動推進が不可欠である。情報伝達
が正確に行われなければ、適切な行動推進や政策決定につながらないリスクが高まる。実
際、2007年にインドネシアのバリで開催された第 13回気候変動条約締約国会議(COP13)の
結果を日本の主要メディアが正確に報道できなかったことにより、日本の国内政策に関与
する諸アクターの行動に少なからぬ混乱が生じたことがある。本論文における提出者の問
題意識は、この出来事に深刻な危機感を覚えたことに端を発している。本論文は、このよ
うな問題意識のもとで、行動推進者としての国際 NGOと情報伝達者としてのメディアの相
互作用を、「WWF戦略的舞台裏広報」という国際 NGOからメディアへの長期間にわたる定常
的情報提供活動の「実験」を主な事例として分析し、両者の相互作用が日本の気候変動政
策における情報伝達と行動推進の間にどのような変化や新たな相乗効果をもたらしたかを
明らかにすることを目的としている。 
 
（本論文の意義） 
 気候変動問題はおよそ 30年に及ぶ科学的検討の成果にもとづいて私たちの社会を今世紀
中に炭素中立社会に転換するという緊急性の高い政策課題であり、そのような政策を推進
するには、ほとんどすべての主体の行動が必要であり、メディアは科学的知見や政策過程
に関する情報を多くの主体に伝達することによって、多様な主体の行動を喚起する重要な
引き金となる。しかし、少なくとも日本のメディアはこれまで、気候変動問題や政策に関
して必ずしも十分かつ適切な情報伝達を行なってきたとは言えない面がある。本論文は、
その要因を単に日本のメディアの内部の構造的問題（記者クラブ制度に代表される「組織
的ルーティーン」など）から明らかにするのみならず、メディアと気候変動政策に関与す
る他の多様なアクター（政府、産業界、市民社会、科学技術）との相互作用のあり方から
も解明しようとした点で、今後の気候変動政策の研究に新たな一石を投じた成果として大
きな意義を有する。 
 さらに、他の多様なアクターの中でも、市民社会に根差した国際 NGO というひとつのア
クターとメディアとの相互作用に焦点を絞って、それが NGO とメディアとの双方に気候変
動政策における諸アクターの行動推進を高める相乗効果を生み出し得ることを、詳細な調
査研究によって実証的に解明した意義も認められる。 
 本論文では、NGOとメディアとの間に生じた相乗効果が他の多様なアクターにも波及する
可能性も示唆されており、あらゆるアクターがメディアとの関係性を再考する手がかりを
提示しているという点でも意義深い研究成果である。 
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2． 本論文の構成と内容 
本論文は序章と 7章から構成されている。 
序章では、本論文の問題意識と研究の目的および方法が述べられている。 
第 1 章では、気候変動をめぐる国際交渉の歴史をふりかえり、2015 年のパリ協定の成立
には政府のみならず、自治体や企業、NGOなどの非国家アクターが果たした役割が歴史上最
も大きかったことの意義を考察したうえで、本論文の目的にアプローチするには、そのよ
うな観点から、理論枠組みとしてペンタゴナル・モデル（公共政策を、政府・市場・科学
技術・市民社会・メディアの 5 つのアクター間の相互作用として分析するモデル）に依拠
し、その中の二つのアクター、すなわちメディアと NGO との間の相互作用に焦点を当てる
ことが妥当であることを論じている。 
第 2 章では、気候変動をめぐる報道におけるメディア内部の現状と課題を、全国紙 4 紙
と共同通信を代表するベテラン環境記者 9 人のインタビュー調査をもとに分析している。
結果として、記者クラブ制度に代表される日本のメディアに特有の構造的な問題、すなわ
ち「組織的ルーティーン」が存在すること、それらによって日本の記者たちは複雑な国際
交渉に習熟しにくくなっていることを明らかにしている。一方で、ベテラン環境記者たち
は、海外滞在経験をきっかけにして 1980年ごろから国際 NGOの専門性を認識し、早くから
国際 NGO をも情報源として活用することによって、自らの記者としての専門性における戦
略的優位を保ってきたことが示されている。しかし、記者の育成方法という点から見ると、
多くの若手記者には、育成過程において NGO の専門性を評価し取材源として活用する姿勢
は十分に伝えられていないことも示唆され、ベテラン記者とそのような若手記者のギャッ
プを埋めることが課題となっていることを明らかにしている。 
第 3章では、NGOに目を転じて、日本の NGOの現状を財政基盤や規模、法制度から検討し、
欧米と比較してその社会的地位がいまだに低いと言わざるを得ない状況を確認している。
そして気候変動に取り組む日本の代表的な NGO である気候ネットワークとグリーンピース
にインタビュー調査を実施し、主要メディアに対する NGO の広報戦略を検証している。そ
の結果、前者はメディアに対しては属人的なつながりで特定の記者に働きかけている段階
に留まっており、後者はメディアから有識者として認知されにくいという悩みを抱える中
で SNS などの自社メディアを使って広報を展開していることが明らかにされている。日本
の NGO は総じてメディアとの相互作用が不十分であり、そのことが、従来のアウトサイダ
ー戦略（政策決定者の外部で民意に訴えるキャンペーン戦略）をインサイダー戦略（官庁
等公的機関など政策決定に関わるアクターの内部に入り込んで影響力を行使する戦略）へ
とバランスよくつなげてゆくことを困難にしていることが明らかされている。 
第 4章では、NGOとメディアの相互作用を、国際 NGOとしての WWFジャパンがメディアに
対して実施した「戦略的舞台裏広報」を事例として分析している。「戦略的舞台裏広報」と
は提出者が、NGOによるキャンペーン主体の従来の広報戦略と明確に区別するために独自に
考案し命名した取り組みで、NGOが記者の取材能力を向上させるために基礎教育と専門情報
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をメディア側に定常的に提供することによって、文字通り「舞台裏」で記者の取材能力を
向上させながら NGO の専門性と取材源としての存在意義を実践的に認識させようとする試
みである。（その具体的な事業名は、「WWF戦略」あるいは「WWFスクール」と名付けられて
いるため、以下では、「WWF戦略」と呼ぶ。）それは、「多様な情報提供」「タイムリーなフッ
ク」「権威づけ」「ロジのサポート」「英語サポート」という 5つの具体的な方針に沿って 2008
年から実施され今日まで継続されている。ここでは、その間に NGO とメディア側の記者と
の関係が双方向的に進化し、メディアは NGOの専門性を認識し、NGOを有益な情報源として
活用するようになったことが明らかにしている。 
第 5章では、「WWF戦略」を開始して 8年後の 2015年に、その間の効果を定量的に検証す
るために「国際環境交渉における NGO の影響力を分析するフレームワーク」
（Betsill&Corell(2001)）を援用した 3つの調査を実施し、その結果を分析している。1つ
目の調査では、メディアに定常的情報提供を行う WWF スクールの参加者分析から、日本の
主要メディアが継続参加していることが示され、NGOが記者間で引き継がれるような主要な
取材源となったことを明らかにしている。2つ目の参加記者を対象とするアンケート調査で
は、WWFスクール参加によって記事の正確度が増し、執筆回数も一定数増加させる効果があ
ったことが示され、さらに記者たちの NGO に対する評価を向上させる効果があったことを
明らかにしている。3 つ目の全国紙 4 紙と共同通信の記事を対象とするテキスト分析では、
WWFスクール実施期間中に WWFをはじめとする NGOの見解が主要メディアに反映される傾向
が次第に強まったことを明らかにしている。さらに、この WWF 戦略によって、社会的地位
が低いと言われる日本の NGO スタッフが、有識者として主要メディアに取り上げられる機
会が増えたか否かを、1997年から 2015年の新聞テキストを用いて分析した結果、対象とし
た WWF、「気候ネットワーク」双方ともに徐々にメディアからコメントを求められる有識者
として扱われる傾向が強まったことが示されている。 
第 6 章では、WWF 戦略の総合評価を試み、2 者間の相互作用の強化によって、NGO 側とメ
ディア側双方にあらわれた相乗効果を分析している。その結果、NGO 側には、メディアが
NGOを有識者として扱うようになることで NGOの社会的な評価が高まり、それが NGOにイン
サイダー戦略をとる機会を増やすことにつながるという一般的な効用があることが示唆さ
れている。さらに、2者間の関係を深化させることは、NGO側では直接政府や企業に働きか
ける従来型の「直接ロビー」だけでなく、メディアの報道の質を上げることによって政策
過程に間接的に影響を及ぼす「間接ロビー」の可能性を広げ、メディア側では情報源を多
様化して気候変動報道の社会的信頼度を高める効果があることを確認している。 
第 7章では、各章を振り返りながら本研究の成果を確認した上で、WWF戦略の今後の展開
可能性と限界について考察している。そして本研究の社会的意義を自己評価したうえで、
パリ協定の実施に向けてダイナミックに展開していく気候変動政策過程において、NGOとメ
ディアの役割に今後どのような変化が求められていくのか、NGOとメディアの相互作用を他
のアクター間の相互作用の活性化へと広げてゆくには何が必要かについて論じ、今後に残
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された研究課題を展望して締め括っている。 
  
Ⅱ. 審査結果の要旨 
 
1． 審査経過 
 
 2017年 9月 25日に小西氏から本論文の提出を受け、大学院公共政策研究科教授会により
同年 10 月 10 日に設置された学位論文審査小委員会は、その後の書面等によるさまざまな
形式の予備的な審査の後、2018年 1月 18日、一般公開のもと全体でほぼ 2時間にわたって
小西氏より学位論文審査小委員会委員に対する口頭説明を受け、それを踏まえて試問を行
った。その結果、審査小委員会として小西氏に博士の学位を授与することが適当であると
の結論に達した。 
 
2． 評価 
 
本論文の高く評価すべき点は以下の３点にまとめることができる。 
第一に、気候変動政策推進のアドボケーターである NGO と発信力を有するメディアの間
の相互作用が政策過程に新たな相乗効果を生み出しつつあることを実証的に解明した本論
文は、政策推進主体が政府中心から産業界や一般市民など非政府アクター中心へと大きく
転換したパリ協定以後の今日にこそふさわしい重要な示唆を投げかけている。その時宜を
得た貢献を高く評価したい。 
第二に、提出者は、国連気候変動枠組条約（UNFCCC）を軸とする気候変動政策をめぐる
複雑な交渉過程で国際 NGO の立場から最前線で活発な実践活動を展開してきた豊富な実績
を持ち、本論文はそのような実務経験から湧き上がった切実な問題意識に動機づけられな
がらも、主観を排し社会科学的な理論枠組みや客観的・実証的な調査研究手法によって極
力学術的価値を担保しながらまとめられている。その意味で、本論文は、優れたアクショ
ン・リサーチの成果として高く評価できる。現に気候変動問題をはじめとする地球環境問
題や政策に関して情報発信やメディアとの関係性に苦慮している NGO や研究機関が少なく
ない現状において、本論文は多方面に貴重な示唆を与えるものになっている。 
第三に、本論文の構成と論述の展開が論理的で明解であることも評価できる。事例の分
析と評価、限界も含めての将来展望にかかわる議論も適切に行われている。研究課題の性
格上必然的に質的調査研究が主体にはなっているが、論点によっては可能な限り検証に耐
え得る定量的分析の努力がなされている点も評価できる。 
  
3． 結論 
以上述べたように、小西雅子氏の学位請求論文は、厚みのある実証的な事例研究に裏打
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ちされた緻密で説得的な論旨の展開、明解な理論枠組みにもとづく周到な分析、研究成果
からの政策的示唆の提示など、いずれの点から見ても先行研究に類例のない独創性と学術
的な貢献が顕著に認められるものであり、博士号の授与に十分に値するものと考えられる。 
 したがって、本論文審査小委員会は、委員全員の一致した意見として、小西雅子氏に博
士（公共政策学）の学位が授与されるべきであるとの結論に達した。  
